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１．研究計画の概要 

世界経済の発展のために WTO 交渉が進め
られているが、多国間の包括的な合意が困難
なために、2 国間の自由貿易協定（FTA, Free 
Trade Agreement）締結が先行している。日
本は 2003 年の対メキシコ FTA 交渉で、農業
問題による交渉頓挫の経験を有しており、日
韓 FTA でも農業問題が交渉の鍵を握ると思
われる。本研究では、農業問題などを分析し、
貿易交渉打開に関る視点を提示することを
目的とした。 
実際の、本研究の過程においては、FTA 交

渉に関わる農業問題資料の収集を進めたが、
日韓 FTA 交渉が遅延しており、資料収集に
は時間を要した。それでも、FTA 交渉の背景
となる、農業構造や地域グローバル化に焦点
を当てることで、研究期間内の資料収集は進
捗し、一定の成果をあげることが出来た。 
 
２．研究の進捗状況 

本研究では、日韓 FTA 交渉の遅延という
状況下に、資料収集に併行して、FTA 交渉の
背景となる農業構造分析や、地域グローバル
化の現状分析を進めた。 

研究手法としては、現地調査と専門家ヒア
リングにより関連の資料を収集し、専門家の
コメントを反映させながら研究成果をオリ
ジナル論文にまとめた。加えて、学会発表を
行い研究成果を公開している。 

これまでに、訪韓調査によるヒアリングを
進め、現地の専門家より意見を聴取した。ソ
ウルの政府系シンクタンクの、韓国農村経済
研究院を訪問し、金正鎬副院長（コメ問題の
専門家）より、農産物市場の開放問題に関し
て意見を聴取した。また、金泰坤先任研究委

員を訪ね、所得補填直接支払い制のしくみに
ついてヒアリングを行った。加えて、金昌吉
環境農業室長に面談し、環境農業直接支払い
制度の運用実態についてレクチャーを受け
た。 
これらのヒアリングの成果は論文「韓国に

おける食糧安全保障政策」、「核実験以後の対
北コメ支援と過剰問題」、「韓国の環境農業直
接支払い制度」として公刊した。また、2007
年 9月の日本計画行政学会の全国大会におい
て口頭発表を行った。この他にも、コメ政策
の転換に関する鄭英一教授（ソウル大）の最
新の論文を翻訳し日本に紹介している。 

本研究では、併行して、日韓の地域連携が
進みつつある点を明らかにした。FTA は両国
の経済連携に関連して規制緩和を行うもの
であるが、一国レベルの規制緩和に先んじて、
すでに、地域レベルでの規制緩和論議が始ま
り、地域 FTA という言葉も生まれている。 
本研究プロジェクトでは、特に、日本の北部
九州地域の福岡と韓国南部地域の釜山の地
域間連携や都市間連携に着目して、両地域・
両都市間の、独自の規制緩和政策に関わる動
向や構想を検討した。 
 
３．現在までの達成度 
①当初の計画以上に進展している。 
その理由は、当初計画の農業問題分析に留

まらず、FTA 交渉に関る、地域グローバル化
という視点を見出したことである。以下では、
農業問題分析を（A）、地域グローバル化分析
を（Ｂ）として説明する。 
（A）韓国の農業問題が、国内だけでは完結
せずに、グローバル化している点に着目し、
国内コメ生産の需給動向が、対北コメ支援に
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依存する構造を形成しつつあることを明ら
かにした。日韓 FTA 交渉に関り、両国の主
要生産物である、コメの需給動向は、政策決
定に関わる大きな要因となる。そのコメ生産
にかかわる需給動向について、韓国独自の問
題としての、需給調整の海外依存構造を明ら
かにできたことは、成果の一つと言える。 
（Ｂ）また、日韓 FTA 交渉が遅延するなか
で、日韓の地域連携が進みつつある点を明ら
かにした。FTA は両国の経済連携に関連して
規制緩和を行うものであるが、一国レベルの
規制緩和に先んじて、すでに、地域レベルで
の規制緩和論議が始まり、地域 FTA という
言葉も生まれている。本研究プロジェクトで
は、特に、日本の北部九州地域の福岡と韓国
南部地域の釜山の地域間連携や都市間連携
に着目して、両地域・両都市間の、独自の規
制緩和政策に関わる動向や構想を明らかに
した。この「国境越える地域連携」について、
最新の動向を学会で報告するとともに、東
大･早稲田大などの研究者とともに討論を行
い、多くの研究成果を得た。 
 
４．今後の研究の推進方策 

今後は、これまでの調査において不足する
点を検討し、追加のヒアリング調査及び資料
収集を行う。特に、グローバル化が進む中で、
農産物の需給調整が問題となっているが、そ
れらが、日韓の交渉にいかなる影響を与える
のか研究を進める。加えて、地域経済グロー
バル化進展の現状を分析し、国家間交渉への
影響について資料を収集する。グローバル化
は、首都圏よりも、地域･地方への影響が大
きい。首都を介する経済物流よりも、2 国の
地域間のダイレクト物流が急増して、地域経
済の国際化が進展している。現在のグローバ
ル化の特徴は、地域のグローバル化であると
いえる。この視点から、日本と韓国の地域を
取り上げて、環境･農業の視点からグローバ
ル化の状況を分析する。 
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